京丹波町企業立地促進条例施行規則
平成25年３月28日公布

規則第１号

（趣旨）
第１条　この規則は、京丹波町企業立地促進条例（平成25年条例第３号。以下「条例」という。）の施行に関して必要な事項を定める。

　（定義）

第２条　この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。
（指定申請）
第３条　条例第４条の規定により、奨励事業所等の指定を受けようとする者は、立地する事業所等の操業開始の日（以下「操業日」という。）から３箇月以内に指定申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。

（１）計画図面（位置図、平面図及び立面図）

（２）操業日現在の常用雇用者名簿

（３）登記事項証明書及び定款の写し（法人の場合）

（４）直近事業年度の決算書

（５）企業概要（パンフレット等）

（６）その他町長が必要と認める書類

２　前項第２号に定める常用雇用者名簿には、常用雇用者に関して次の各号に掲げる事項を記載しなければならない。なお、奨励事業所等の申請に係る立地の行為が増設及び建替である場合（以下「増設及び建替の場合」という。）は、既設事業所内における全ての常用雇用者とする。

（１）氏名

（２）住所

（３）入社年月日

（４）雇用保険番号

３　増設及び建替の場合は、操業日から起算して６箇月前の日の時点における常用雇用者名簿（以下「操業前常用雇用者名簿」という。）を併せて提出しなければならない。

４　条例第３条第２号に規定する常用雇用者及び同条第３号に規定する新規町内常用雇用者の人数は、操業日現在の人数とする。

５　条例第３条第２号に規定する増設及び建替の場合における人数の増加とは、第３項に規定する操業前常用雇用者名簿と第１項第２号に規定する操業日現在の常用雇用者名簿との比較をもって行う。

６　条例第３条第３号に規定する新規町内常用雇用者は、操業日から起算して６箇月前の日から操業日までの期間内に雇入れされた者とする。

（事業所等の指定）
第４条　町長は、前条の指定申請があった場合はその内容を審査し、適当と認めるときは奨励事業所等指定書（様式第２号）を交付するものとする。
（企業立地奨励金交付申請）
第５条　奨励事業所等が条例第５条第１号に規定する企業立地奨励金の交付を受けようとするときは、条例第６条第２項に定める期間の年度ごとに、企業立地奨励金交付申請書（様式第３号）に次の各号に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。

（１）財産目録

（２）貸借対照表

（３）損益計算書

（４）申請日現在の常用雇用者名簿

（５）奨励事業所等に係る固定資産評価証明書及び固定資産公課証明書

（６）町税完納証明書（申請日現在）

（７）その他町長が必要と認める書類

（雇用促進奨励金交付申請）

第６条　奨励事業所等が条例第５条第２号に規定する雇用促進奨励金の交付を受けようとするときは、雇用促進奨励金交付申請書（様式第４号）に次の各号に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。

（１）対象雇用者名簿

（２）対象雇用者の雇用保険加入証の写し

（３）その他町長が必要と認める書類

２　前項第１号及び第２号の対象雇用者とは、条例第３条第３号に規定する新規町内常用雇用者のことをいい、雇入れをした日から雇用促進奨励金の申請日まで引き続いて当該奨励事業所等に雇用されている者でなければならない。なお、対象雇用者名簿には、第３条第２項各号に掲げる事項を記載しなければならない。

３　雇用促進奨励金は、操業日から起算して１年を経過した日から３箇月以内に申請しなければならない。

　（交付決定）

第７条　町長は、第５条及び第６条の申請書を受理したときは、当該内容について審査し、必要に応じて現地調査を行い、その結果奨励金の交付を決定したときは、交付決定書（様式第５号）を奨励事業所等に通知するものとする。

（変更等の届出）
第８条　奨励事業所等が条例第９条第１号に該当するときは指定申請書記載事項変更届（様式第６号）を、同条第２号に該当するときは事業休（廃）止届（様式第７号）を速やかに町長に提出しなければならない。

（指定の承継）

第９条　奨励事業所等が条例第10条に該当するときは、承継人届（様式第８号）を速やかに町長に提出しなければならない。
（指定の取消）
第10条　町長は、条例第11条の規定により指定の取消しを行うときは指定取消通知書（様式第９号）を、企業立地奨励金及び雇用促進奨励金の返納を命ずるときは返納命令書（様式第10号）により、奨励事業所等に対して通知しなければならない。
附　則
（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
（丹波町企業立地促進条例施行規則の廃止）

２　丹波町企業立地促進条例施行規則（昭和60年丹波町規則第８号）は、廃止する。 
